
＜全般＞
委員からの意見 事務局対応

施策について、具体的な補助額等の数値がない
と、足りている、足りていないがわからない。

具体的な事業費については、今回の参考資料と
して添付しました。具体的な予算額は年度によ
り変わるため、毎年度公表する進捗状況におい
て公表できるか検討いたします。

＜基本方針＞
委員からの意見 事務局対応

基本方針の中で、「途切れることなく継続して
行われること」というのは大事だが、被害者は
被害直後から色々なことに困るため、「より早
く」や「迅速」等の文言を入れて、被害者支援
に早く取りかかる気持ちの言葉を追加してほし
い。

「迅速」に支援を行うことについて、第３章の
基本方針に反映しました。
（P1　３参照）

＜施策等について＞
委員からの意見 事務局対応

総花的な内容という印象。他県を参考に作成し
ているとのことだが、千葉県独自のものはある
のか。

県として力を入れて取り組む施策を明らかにし
てほしい。

県と弁護士会の連携の在り方を模索して、それ
を「千葉県の特徴」としてはどうか。公平に見
ても、千葉県は司法面での連携は充実している
ように思う。実情に合わせたという点で載せて
もらえればと思う。５－４経済的負担の軽減に
弁護士とあり、これは弁護士費用の支援だと思
うが、性犯罪に限らず広げてほしい。

弁護士会との連携について、
・第３章の「本計画における重点課題・取組」
（P2 ①参照）
・第４章の「犯罪被害者等支援に関する具体的
な施策」（P5、6、10、P21参照）
に反映しました。

外国人、ＬＧＢＴ、女性、子どもなど暴力を受
けやすい立場の人たちが漏れてしまっている。
項目として入れてほしい。

性犯罪・性暴力被害者に対する支援の強化とし
て、
・第３章の「本計画における重点課題・取組」
（P2 ⑤参照）

犯罪被害全般に関する外国人への施策として、
・第４章の「犯罪被害者等支援に関する具体的
な施策」（P14参照）
に反映しました。

本計画で力を入れて取り組む施策について、市
町村や民間支援団体への支援などを「本計画に
おける重点課題・取組」として、第３章にまと
めました。（P2参照）

本県の特色としては、
・他都道府県より早い段階で犯罪被害者支援
コーディネーターを配置していること
・性犯罪・性暴力被害者支援に関し、千葉県弁
護士会の協力のもと弁護士相談枠が充実してい
ること
・性犯罪・性暴力被害撲滅に向けて、令和３年
度からモデル事業として、高校生向けの出前講
座を実施していること
などが挙げられます。

すでに実施している施策について、より効果的
な運用ができるよう努めてまいります。

第一回会議における有識者からの意見に対する事務局の対応

資料１



＜施策等について＞
委員からの意見 事務局対応

より充実した性犯罪・性暴力被害者のためのワ
ンストップ支援センターにするべきではない
か。

性犯罪・性暴力被害者に対する支援の強化とし
て、
・第３章の「本計画における重点課題・取組」
（P2 ⑤参照）
・第４章の「犯罪被害者等支援に関する具体的
な施策」（P4参照）
に反映しました。

人材育成について、ＣＶＳでも相談員の世代交
代が課題となっており、人材育成を充実させて
ほしい。

民間支援団体に対する支援として、
・第３章の「本計画における重点課題・取組」
（P2 ③参照）
・第４章の「犯罪被害者等支援に関する具体的
な施策」（P11参照）
に反映しました。

犯罪被害者等が県内どこに住んでいても、等し
く支援を受けられるようにするには、市町村の
役割も重要である。県では市町村に対して研修
等を行っているが、市町村への一層の助言、情
報提供をお願いしたい。

千葉県は広く、ＣＶＳ自体は千葉市にあるた
め、他のところで起きた時に迅速に対応する面
でも市町村の役割は大きいと考えている。今回
の条例に期待するところは市町村の協力でもあ
るので、その点も反映されたい。

被害者は、被害発生後に生活が一変し、相談と
いうところまで考えは及ばない。コーディネー
ターが、責任をもって被害者の家に赴き、「今
何が必要か」と声をかけても良いのではない
か。そのほうが被害者の生活に密着した支援が
できるのではないか。

犯罪被害者支援コーディネーターを中心とした
関係機関との連携の強化として、
・第３章の「本計画における重点課題・取組」
（P2 ①参照）
・第４章の「犯罪被害者等支援に関する具体的
な施策」（P4参照）
に反映しました。

＜広報啓発について＞
委員からの意見 事務局対応

若者への啓発については、スマホなどで直接的
な啓発をやらないと届かないのではないか。あ
る程度の年齢になれば新聞を読むだろうが、若
者に対しては、メール等で直接届けるようなや
り方にしないと見ないのではないか。

様々なリーフレット等が作成されているが、被
害後に被害者等において起こること、待ち受け
ていることについて、リーフレットよりスマホ
のほうが見るのではないかと思うので、そうい
うやり方も考えてほしい。

市町村が実施している犯罪発生情報のメールに
ついて、被害者支援に関する情報も入れてはど
うか。

市町村に対して配信に入れていただけるように
会議等で周知してまいります。

＜その他＞
委員からの意見 事務局対応

パブコメはどんなふうに発信していくのか、気
が付いたら終わっていたということがないよう
に県として広報に努めてほしい。

パブコメの実施にあたっては、報道発表やＨＰ
等で公表するとともに、市町村や関係団体等に
も案内するなど広報に努めます。

市町村に対する支援として、
・第３章の「本計画における重点課題・取組」
（P2 ②参照）
・第４章の「犯罪被害者等支援に関する具体的
な施策」（P10参照）
に反映しました。

新たな広報啓発の検討として、
・第３章の「本計画における重点課題・取組」
（P2 ⑥参照）
・第４章の「犯罪被害者等支援に関する具体的
な施策」（P25参照）
に反映しました。



 

 

（仮称）千葉県犯罪被害者等支援推進計画（骨子概要） 

 

○計画策定の趣旨：犯罪被害者等支援を総合的かつ計画的に推進するために策定。 

○計画の位置づけ：条例第８条に基づく計画であり、上位計画である千葉県総合計画の下、県の関係する計画との連携・整合性を図る。 

○計画期間：令和４年度～令和８年度（５か年） 

○計画の推進・評価・公表（条例第22条）：庁内・関係機関と連携・協力して施策を推進し、毎年度実施状況を公表 

○計画の見直し（条例第24条）：必要に応じて見直す 

  

○犯罪の発生状況：刑法犯認知件数は平成１４年をピークに減少している。 

○相談状況：県警や民間支援団体における相談件数は年ごとに差はあるものの増加傾向にある。 

○犯罪被害者等支援施策に関する県民の意識：犯罪被害者等支援自体に対する認知度が全県的に低い。 

  

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

【本計画における重点課題・取組】 

重点課題 重点的な取組 

①事件直後から生活が一変する犯罪被害者等に対する 

迅速な支援の実施。 

①犯罪被害者支援コーディネーターを中心とした、国・市町村・民

間支援団体・弁護士会等の関係機関との連携の強化。 

②県内のどの市町村に住んでいても同様に受けられる犯

罪被害者等支援の実施。 

②市町村に対する情報提供等の支援の充実。 

③民間支援団体による安定的な犯罪被害者等支援の実施。 ③犯罪被害者等支援に従事する人材の確保・育成、受傷対策。 

④大規模な事件・事故が発生した際の支援の実施。 ④緊急支援体制の整備。 

⑤性暴力・性犯罪被害の潜在化防止・手厚い支援の実施。 ⑤性暴力・性犯罪被害者に対する支援の強化。 

⑥犯罪被害者等支援に関する効果的な広報・啓発の実施。 ⑥ＳＮＳ等のツールを使った新たな広報啓発の検討。 

 

 

 

 

第１章 計画の策定にあたって 

第２章 県内における犯罪発生状況等 

第３章 基本的な考え方 

【目指す姿】 社会全体で犯罪被害者等を支え、県民の誰もが安心して暮らせる地域社会の実現 

【基本方針】 ○ 犯罪被害者等の個人の尊厳を重んじ、その尊厳にふさわしい処遇を保障される権利が尊重されるよう、 

犯罪被害者等の立場に立った適切な支援が行われること。 

    ○ 犯罪被害者等一人ひとりの事情に応じた適切な支援が行われること。 

○ 犯罪被害者等の心身の状況の変化に応じた支援が、迅速に、途切れることなく継続して行われること。 

○ 犯罪被害者等の置かれている状況等について県民や事業者等の理解を深めること。 

 

第４章 犯罪被害者等支援に関する具体的な施策 

資料２ 

[３つの施策の柱] [８つの基本的な施策] [１７の主な施策]

(第９条)

(第10条)

(第11条)

(第12条)

(第21条)

③雇用の安定
④経済的負担の軽減
⑤損害賠償請求に関する支援 (第19条)

(第20条)

(第13条)

(第15条)

(第16条)

(第17条)

(第18条)

３　県民・事業者の
　理解促進への取組

１　支援推進体制の
　整備と充実

２　犯罪被害者等
　に対する支援の
　充実

(2)損害回復・経済的支援等

(3)精神的・身体的被害の
　回復、防止

(2)市町村に対する支援

(3)民間支援団体に対する
　 支援

(4)人材の育成

(第14条)

(1)相談・情報の提供

(1)県民・事業者に対する
　広報・啓発

②外部機関との連携体制

①県内部における推進・連携
体制

③性犯罪等被害者に対する支
援体制

(1)総合的な支援体制の整備

①市町村が取り組む被害者支
援に対する支援

①民間支援団体に対する支援
の充実

①犯罪被害者等支援に従事す
る人材の確保・育成

①県民・事業者への効果的な
　広報・啓発の実施

①保健医療サービス及び
　福祉サービスの提供

②安全の確保

①日常生活の支援

①相談体制の充実

②情報提供の充実

②居住の安定

②犯罪被害者等支援に従事す
る人材の受傷対策

[具体的な取組]

【重点】緊急支援体制の整備　等

【重点】犯罪被害者支援コーディ
ネーターの充実　等

【重点】性犯罪・性暴力被害者の
ためのワンストップ支援センター
における支援の充実　等

【重点】犯罪被害者等支援に関す
る情報の提供等の支援　　等

○公費負担制度による支援
○【重点】性犯罪等被害者のため
　の医療費・カウンセリング支援
　　　　　　　　　　　　等

○【重点】相談窓口等に関する
　広報・啓発の実施
  (新たな広報啓発の検討含む)

○【重点】性犯罪・性暴力被害に
　関する学校教育における周知
　　　　　　　　　　　　　　等

【重点】民間支援団体における
人材の確保・育成　等

県職員・市町村職員向け研修会の
実施

総合的対応窓口の設置及び庁内関
係機関の連携強化　等

○犯罪被害者等給付金・国外
  犯罪被害弔慰金制度の運用
○公費負担制度による支援
○交通事故相談所における支援
　　　　　　　　　　　　等

【重点】民間支援団体における支
援員の受傷対策への支援　等

方
向
性
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（仮称）千葉県犯罪被害者等支援推進計画（現状整理） 

第３章 基本的な考え方 

１ 犯罪被害者等支援に関する基本方針と目指す姿 

 条例第３条が掲げる基本理念等に基づき、個々の施策の策定・実施に関し、次の４つの  

基本方針を定めるものとします。 

 

○４つの基本方針 

１ 犯罪被害者等の個人の尊厳を重んじ、その尊厳にふさわしい処遇を保障される権利が 

尊重されるよう、犯罪被害者等の立場に立った適切な支援が行われること。 

  誰もが犯罪による被害を受ける可能性があります。犯罪被害者等支援は、例外的な存在

としての犯罪被害者等に対する一方的な恩恵的措置ではなく、社会のかけがいない一員と

して、当然に保障されるべき権利利益の保護を図るためのものであることを前提として、

犯罪被害者等の尊厳が尊重されるよう、犯罪被害者等の立場に立った適切な支援を行います。 

 

２ 犯罪被害者等一人ひとりの事情に応じた適切な支援が行われること。 

  犯罪被害者等が直面している状況は、一人ひとり異なります。 

  犯罪被害者等のそれぞれの具体的事情を正確に把握し、その変化にも十分留意しながら、

個々の事情に応じて適切な支援を行います。 

 

３ 犯罪被害者等の心身の状況の変化に応じて、迅速に、途切れることなく継続して支援が

行われること。 

  犯罪被害者等は、時間の経過とともに、様々な課題に直面します。被害を受けた直後  

から、再び平穏な生活を営むことができるようになるまで、迅速かつ途切れることなく  

継続して適切な支援を行います。 

 

４ 犯罪被害者等の置かれている状況等について県民や事業者等の理解を深めること。 

  犯罪被害者等は、直接的な被害だけではなく、時には配慮に欠けた言動やインターネッ

トによる誹謗中傷、被害による離職等の二次的被害に苦しめられることがあります。 

それらを防ぐためには、県民や事業者に対し、犯罪被害者等の置かれている状況等に   

ついて理解を求めることが必要です。 

 

上記の基本方針を踏まえ、県は、国、市町村、民間支援団体その他の犯罪被害者等支援に

関係する者と連携して、犯罪被害者等支援を総合的で計画的に推進し、犯罪被害者等が  

受けた被害の早期回復・軽減、犯罪被害者等の生活再建に対する支援により、もって、社会

全体で犯罪被害者等を支え、県民の誰もが安心して暮らせる地域社会の実現を目指します。 
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２ 本計画における重点課題・取組 

  本計画の策定に当たっては、これまで本県において取り組んできた犯罪被害者等支援 

施策における課題や社会情勢の変化等を踏まえ、以下の６項目を重点課題とし、特に力を

入れて取り組んでまいります。 

重点課題 重点的な取組 
①事件直後から生活が一変する犯罪被害者
等に対する迅速な支援の実施。 

①犯罪被害者支援コーディネーターを中心と
した、国・市町村・民間支援団体・弁護士会
等の関係機関との連携の強化。 

 犯罪被害者等の状況に応じた支援を行う
ためには、県の取組だけではなく、国・市町
村・民間支援団体・弁護士会等がそれぞれ実
施する取組を繋げることが必要です。 

 関係機関をつなぐ「犯罪被害者支援コーデ
ィネーター」の役割の充実に取り組むととも
に、関係機関の連携に努めます。 

②県内のどの市町村に住んでいても同様に
受けられる犯罪被害者等支援の実施。 

②市町村に対する情報提供等の支援の充実。 
 

 犯罪被害者等支援には様々な県民向けの
サービスや窓口を持つ市町村の役割が重要
です。犯罪被害者等が県内どの市町村に 
住んでいても同様の支援が受けられること
が重要です。  

 市町村に対して被害者支援に取り組むため
の情報提供や人材育成等の支援を充実に努め
ます。 

③民間支援団体による安定的な犯罪被害者
等支援の実施。 

③犯罪被害者等支援に従事する人材の確保・ 
育成、受傷対策。 

 民間支援団体において、犯罪被害者等支
援に従事する人材の確保・定着が重要です
が、後継者の育成が課題となっています。 
 また、支援者の代理受傷を防ぐ必要が 
あります。 

 犯罪被害者等支援に従事する人材の確保・
育成に向けて、民間支援団体と連携し、「支援
員養成講座」等の実施について工夫します。 
また、支援従事者が代理受傷とならないよう、

カウンセリングなどの充実に努めます。 
④大規模な事件・事故が発生した際の支援
の実施。 

④緊急支援体制の整備。 

 大規模な事件・事故が発生した場合、  
県警察のみならず、行政、病院、弁護士会、
検察庁等と連携して、犯罪被害者等の支援
のための総合的な体制を構築する必要が 
あります。 

 各関係機関の役割分担や情報共有に関する
ことなど、緊急時の総合的な体制整備を図り
ます。 

⑤性犯罪・性暴力被害の潜在化防止・手厚
い支援の実施。 

⑤性犯罪・性暴力被害者に対する支援の強化。 

 性犯罪・性暴力被害については、誰にも
相談できずに潜在化する可能性が高いこと
から、県警察やワンストップ支援センター
における相談窓口の周知や支援について強
化する必要があります。 

 相談窓口に関する広報啓発について検討す
るとともに、女性だけではなく、外国人・障害
者・男性・セクシャルマイノリティなど誰もが
相談しやすい体制整備に努めます。 

⑥犯罪被害者等支援に関する効果的な  
広報・啓発の実施。 

⑥ＳＮＳ等のツールを使った新たな広報啓発
の検討。 

 県政世論調査の結果にもあるように、 
犯罪被害者等支援は未だ県民に浸透して 
おらず、上記①～⑤の施策の実施にあたり、
犯罪被害者等に対する県民の理解・関心を 
深め、犯罪被害者等を社会全体で支えていく
意識を一層醸成する必要があります。 

 これまで実施してきている犯罪被害者支援
週間の行事やポスター・リーフレットの作成
等に加えて、幅広い層にも見てもらえるよう、 
ＳＮＳ等も活用し、効果的な広報啓発ができ
るよう検討します。 
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３ 施策の体系 

「社会全体で犯罪被害者等を支え、県民の誰もが安心して暮らせる地域社会の実現」に

向けて、施策を推進するにあたり、１で掲げた「４つの基本方針」と２で掲げた「６つの 

重点課題」のもと、「犯罪被害者等が受けた被害の早期回復・軽減と生活再建に対する支援」

と「社会全体で犯罪被害者等を支える意識の醸成」の２つを施策の方向性として掲げ、  

犯罪被害者等支援施策を推進していきます。 

 

【体系図】  

  
方
向
性
① 

犯
罪
被
害
者
等
が
受
け
た
被
害
か
ら
の
早
期
回
復
・
軽
減
と
生
活
再
建
へ
の
支
援 

方
向
性
② 

社
会
全
体
で
犯
罪
被
害
者
等

を
支
え
る
意
識
の
醸
成 

[３つの施策の柱] [８つの基本的な施策] [１７の主な施策]

(第９条)

(第10条)

(第11条)

(第12条)

(3)精神的・身体的被害の
　回復、防止

①保健医療サービス及び
　福祉サービスの提供

２　犯罪被害者等
　に対する支援の
　充実

(1)相談・情報の提供 ①相談体制の充実

(第13条)

②居住の安定 (第16条)

③雇用の安定 (第17条)

④経済的負担の軽減 (第18条)

⑤損害賠償請求に関する支援 (第19条)

②安全の確保

(2)損害回復・経済的支援等
①日常生活の支援 (第15条)

(第20条)

(第14条) ②情報提供の充実

(2)市町村に対する支援
①市町村が取り組む被害者支
援に対する支援

(3)民間支援団体に対する
　 支援

①民間支援団体に対する支援
の充実

(4)人材の育成
①犯罪被害者等支援に従事す
る人材の確保・育成
②犯罪被害者等支援に従事す
る人材の受傷対策

１　支援推進体制の
　整備と充実

(1)総合的な支援体制の整備

①県内部における推進・連携
体制

②外部機関との連携体制

③性犯罪等被害者に対する支
援体制

(第21条)

３　県民・事業者の
　理解促進への取組

(1)県民・事業者に対する
　広報・啓発

①県民・事業者への効果的な
　広報・啓発の実施
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第４章 犯罪被害者等支援に関する具体的な施策 

方向性① 犯罪被害者等が受けた被害の早期回復・軽減と生活再建への支援 

１ 支援推進体制の整備と充実 

（１）総合的な支援体制の整備（条例第9条） 

○現状と課題 

・犯罪被害者等が直面する問題は多岐に渡っており、被害を受けた直後から再び平穏な生活

を営むことができるようになるまで、犯罪被害者等の状況に応じた適切な支援を迅速かつ 

途切れることなく継続していくためには、県における支援の充実に加え、国・市町村・民間 

支援団体・弁護士会等がそれぞれ実施する取組を効果的に繋げていくことが課題となって

います。 

・大規模な事件・事故（おおむね死者５名以上又は死傷者10名以上）が発生した場合の支援

体制の整備が課題となっています。 

・性犯罪・性暴力被害については、警察による各種支援に加えて、警察への届出を躊躇
ちゅうちょ

して

いる方も同様の支援が受けられるよう、平成 29 年 10 月から、性犯罪・性暴力被害者に    

対する総合的な支援を提供する「ワンストップ支援センター」を中心とした支援体制が   

スタートしました。県では、ちさととＣＶＳの２団体をワンストップ支援センターに位置  

付け、両団体において、心身の負担軽減と健康回復をサポートするための電話相談、面接  

相談、カウンセリング、法律相談、医療支援などを行っています。 

 令和２年６月に国から出された「性犯罪・性暴力対策の強化の方針」※にもあるとおり、   

性犯罪・性暴力は、被害者の人としての尊厳を傷付け、心身に深刻な影響を与え、その後の 

生活にも甚大な影響を与えることが多いこと、また加害者の７～８割が顔見知りであるとの

調査結果もあり、被害を他人には言えない状況があると言われています。被害の潜在化を

防ぐためにも、ワンストップ支援センターに関する広報啓発を実施するとともに、外国人・

障害者・男性・セクシャルマイノリティなど誰もが相談しやすい体制の整備が課題となっ

ています。 

 

○取組の基本方向 

・県では、国・市町村・民間支援団体・弁護士会等の関係機関の連携を強化し、各々の犯罪 

被害者等支援にふさわしい支援を提供するため、犯罪被害者等支援コーディネーターを  

ＣＶＳ内に配置していますが、関係機関の連携をさらに強化し、被害者の置かれている状

況に応じた必要な支援を行うためにその役割の充実を図ります。また、外部機関との協議

会における意見交換や情報提供等により、支援の充実や被害者支援による広報啓発を実施

します。 

 
※ 「性犯罪・性暴力対策の強化の方針」では、性犯罪・性暴力の根絶に向けて、誰もが、性犯罪・性暴力の加害者に

も、被害者にも、傍観者にもならないよう、社会全体でこの問題に取り組む必要があることを掲げ、令和２年度から４

年度までの３年間を性犯罪・性暴力対策の集中強化期間としています。 
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・大規模な事件・事故（おおむね死者５人以上又は死傷者 10 名以上）に対応できるよう、  

緊急時の支援体制を整備します。 

・性犯罪・性暴力被害については、ワンストップ支援センターにおける支援内容の充実を  

検討します。また、被害が潜在化しないよう、相談窓口の広報啓発を強化するとともに、   

誰もが相談しやすい体制の整備を図ります。更に、被害者が適切な支援を受けられるよう、

協議会や医療従事者連絡会等において関係機関の連携を強化します。 

 

 

○具体的な取組  

①県内部における推進・連携体制 

施策名 施策概要（現状） 担当課 

【重点】犯罪被害者支

援コーディネーター

の配置 

「被害を受けたときから迅速に、途切れることの

ない支援」を行うため、県、市町村、民間支援団

体、弁護士会等関係機関の連携を強化し、犯罪被

害者等一人ひとりの事情に応じた適切な支援を提

供するため、「犯罪被害者支援コーディネーター」

をＣＶＳ内に配置しています。 

  

環境生活部 

くらし安全推進課 

 

県警本部 

警務課 

総合的対応窓口の設

置及び庁内関係機関

の連携 

 環境生活部くらし安全推進課内に総合的対応窓

口を設置しているとともに、庁内関係機関相互の

連絡を密にし、総合的かつ効果的に犯罪被害者等

支援に取り組むため、保健所や児童相談所等の庁

内関係機関に「犯罪被害者等支援連絡員」を配置

しています。 

連絡員は、支援に係る庁内関係機関との連絡調

整などを行っています。 

 また、連絡会議の開催などにより、連携を図っ

ています。 

環境生活部 

くらし安全推進課 

 

警察による支援体制  犯罪被害者等に対し、病院や裁判所等への付添

い支援、千葉県警察犯罪被害カウンセラーチーム

（Active Counselor Team、通称ＡＣＴ（アクト））

による電話、面接相談、医療支援や一時避難のた

めの費用に関する公費負担、再被害防止・保護な

どの支援を実施しています。 

  

県警本部 

警務課 
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②外部機関との連携体制 

施策名 施策概要（現状） 担当課 

【重点】犯罪被害者支

援コーディネーター

の配置（再掲） 

「被害を受けたときから迅速に、途切れることの

ない支援」を行うため、県、市町村、民間支援団

体、弁護士会等関係機関の連携を強化し、犯罪被

害者等一人ひとりの事情に応じた適切な支援を提

供するため、「犯罪被害者支援コーディネーター」

をＣＶＳ内に配置しています。 

環境生活部 

くらし安全推進課 

 

県警本部  

警務課 

犯罪による被害者等

に対する支援部会に

よる関係機関の連携 

犯罪被害者等に対する支援と理解を促進するた

めに、千葉県安全安心まちづくり推進協議会の中

に関係機関（29団体）を構成員とする「犯罪によ

る被害者等に対する支援部会」を設置しています。 

犯罪被害者等支援に関する情報交換・意見交換

を通じ、支援の充実をはじめ、各種施策の推進や

広報啓発などを行っています。 

 

環境生活部 

くらし安全推進課 

 

県警本部  

警務課 

署被害者支援連絡協

議会による関係機関

との連携 

 署被害者支援連絡協議会を定期的に開催すると

ともに、犯罪被害者等の具体的なニーズを把握し

た総合的な支援を行うため、同協議会が保有する

資源を効果的に活用し、連携に努めています。 

県警本部  

警務課 

 

 

      

  



7 

千葉県の犯罪被害者等支援に関する主な支援体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

犯罪被害者等 

支援 相談 

依頼 協力 

犯罪被害者支援コーディネーター 
（県がＣＶＳに配置） 

【支援主体間のコーディネート、個別事案に対する調整、市町村等からの質問回答等】 
※ワンストップに近い体制での支援 

犯罪による被害者等に対する支援部会 
（２６団体＋県・教育庁・県警） 

【支援部会の開催】 

情報交換・意見交換・事例検討等 

弁護士会 

検察庁 

【支援機関】 

ＣＶＳ 

 
犯罪被害者等への支援機関 

県民・事業者 

協力 依頼 

 

○行政（知事部局） 

 ・総合的対応窓口 

 ・市町村への支援・支援部会等運営 

 ・各種施策実施 

 ・県民・事業者周知 

○県警 

 ・被害者等への直接支援 

・相談窓口 

 ・犯罪被害給付制度・公費負担制度 

・ＡＣＴ（千葉県警察犯罪被害カウン

セラーチーム）の運用 

○教育委員会 

 ・スクールカウンセラー等の運用 

 ・学校における配慮・周知 

千葉県 

国 

市町村 

【司法】 

【法律・計画】 

・総合的対応窓口 
・各種手続 
・各種施策実施 

・犯罪被害者等への理解 
・事業所における配慮 

・被害者支援員制度 
・被害者ホットライン 
・被害者等通知制度の 

運用 

・報道対応 
・被害者参加制度に
係る手続き 
・事情聴取同行 
・民事裁判手続き 

【行政】 

その他関係機関 

【法的支援】 

・電話・面接相談 
・付き添い支援 
・カウンセリング 
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③ 性犯罪等被害者に対する支援体制 

施策名 施策概要（現状） 担当課 

【重点】性犯罪・性暴

力被害者のためのワ

ンストップ支援セン

ターにおける支援 

 ワンストップ支援センターである、ＣＶＳと 

ちさとにおいて、被害者の方の心身の負担軽減と

健康回復をサポートするための電話相談、面接 

相談、医療支援、カウンセリング、法律相談など

の支援を実施しています。 

  

 

環境生活部 

くらし安全推進課 

 

【重点】警察における

性犯罪等被害者に対

する支援 

 性犯罪等被害者に対し、病院や裁判所等への付

添い支援、千葉県警察犯罪被害カウンセラーチー

ム（Active Counselor Team、通称ＡＣＴ（アクト））

による電話、面接相談、医療支援や一時避難のた

めの費用に関する公費負担、再被害防止・保護な

どの支援を実施しています。 

 また、性犯被害相談電話（♯８１０３）では、  

相談者の希望により、女性警察官による対応をす

るなど、相談しやすい環境の整備に努めています。 

  

県警本部  

警務課 

千葉県性犯罪・性暴力

被害者支援協議会・ケ

ース会議の開催 

１２団体で構成する協議会において、被害者支

援の体制の充実等について協議し、関係機関と連

携しています。 

また、協議会の中に「ケース会議」を設け、ワン

ストップ支援センター及び県で個別事案に応じた

支援方法の調整を行っています。 

 

環境生活部 

くらし安全推進課 

 

県警本部  

警務課 

医療従事者連絡会の

開催 

県内の６つの連携医療機関において、被害直後

の診療や避妊措置、感染症予防、証拠採取などの

医療支援を実施する体制を構築しています。 

各連携医療機関において適切な医療支援が行え

るよう、各連携医療機関の医師・看護師等を対象

とした連絡会を開催し、医療支援の説明に加えて、 

被害者対応についても意見交換を行っています。 

 

環境生活部 

くらし安全推進課 
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千 葉 県 
【性犯罪・性暴力被害者支援事業】 

体制の構築、財政支援、人材育成、広報 

千葉県の性犯罪・性暴力被害者に対する主な支援体制（警察への届出以外） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

被害者 

支援 相談 

依頼 協力 

ワンストップ支援センター 

 

 

【電話相談・面接相談・付添い・カウンセリング・コーディネート】 

特定非営利活動法人 

千葉性暴力被害支援センター 

ちさと 

公益社団法人 

千葉犯罪被害者支援センター 

（CVS） 

千葉県性犯罪・性暴力被害者支援協議会 
（７団体＋県・県警） 

※ 必要に応じて協議会に参加いただく関係機関・団体

【法的支援】 

弁護士会 

【医療支援】 

連携医療機関 
※ 

警 察 検察庁 

【事件の捜査・再被害防止】 

その他関係機関・団体※ 

千葉市 

【事業費助成、広報】 
【体制構築に対する支援】 

産科婦人科 
医学会 

医師会 

【体制構築に対する支援】 

【一時保護】 

児童相談所 

女性サポートセンター 

(児童家庭課)※ 

被害者に必要な専門的な支援 

【協議会・ケース会議の開催】 

ワンストップ支援センターが提供する 

総合的な支援の充実 

センターを中心とした関係機関・団体 

による支援の在り方を協議 
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（２）市町村に対する支援（条例第10条） 

○現状と課題 

・犯罪被害者等支援にあたり、育児・介護などの福祉サービス、保健医療の助成などの県民

向けのサービスや各種手続きのための窓口を持つ市町村の役割は重要であり、本県の全市

町村において、犯罪被害者等支援に係る「総合的対応窓口」を設置しているところです。 

・犯罪被害者等が県内のどこの市町村に住んでいても同様の支援が受けられるよう、市町村

が取り組む犯罪被害者等の支援の充実が求められています。 

 

○取組の基本方向 

 市町村における犯罪被害者等支援の実施について、窓口における配慮や介護・育児等の  

既存の住民サービスの活用等について、会議や研修会等で周知を図るとともに、犯罪被害者

支援コーディネーターを通じて必要な情報の提供や助言などを行います。 

 

○具体的な取組 

①市町村が取り組む被害者支援に対する情報の提供等 

施策名 施策概要（現状） 担当課 

【重点】犯罪被害者支

援コーディネーター

の配置（再掲） 

「被害を受けたときから迅速に、途切れることの

ない支援」を行うため、県、市町村、民間支援団

体、弁護士会等関係機関の連携を強化し、犯罪被

害者等一人ひとりの事情に応じた適切な支援を提

供するため、「犯罪被害者支援コーディネーター」

をＣＶＳ内に配置しています。 

 

 

環境生活部 

くらし安全推進課 

 

県警本部  

警務課 

担当者向け研修会の

実施 

市町村の窓口対応職員の資質向上を図るための

研修会を開催しています。実践的な内容とするた

め、犯罪被害者等や弁護士による講演の他、グル

ープワークやロールプレイといった実践的な研修

を実施しています。 

環境生活部 

くらし安全推進課 

 

県警本部  

警務課 
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（３）民間支援団体に対する支援（条例第11条） 

○現状と課題 

・民間支援団体は、犯罪被害者等に対して、面接・電話相談、病院・警察・裁判所などへの 

付添い支援、カウンセリングなどの支援を実施しており、被害者支援における重要な役割

を担っています。 

・民間支援団体において、被害者支援を実施する人材の確保・育成が重要ですが、後継者の

育成が課題となっています。 

  

○取組の基本方向 

 民間支援団体の犯罪被害者等支援がより効果的になるよう、必要な支援を実施するととも

に、人材の確保・育成に向けた取組を実施します。 

 

○具体的な取組 

①民間支援団体に対する支援の充実 

施策名 施策概要（現状） 担当課 

【重点】民間支援団体

における人材の確保・

育成 

 県民向けの犯罪被害者支援員養成講座を開催し

ています。 

 また、民間支援団体が実施する支援員育成のた

めの研修会等において、講師として職員を派遣し

ています。 

環境生活部 

くらし安全推進課 

 

県警本部  

警務課 

【重点】犯罪被害者支

援コーディネーター

の配置（再掲） 

「被害を受けたときから迅速に、途切れることの

ない支援」を行うため、県、市町村、民間支援団

体、弁護士会等関係機関の連携を強化し、犯罪被

害者等一人ひとりの事情に応じた適切な支援を提

供するため、「犯罪被害者支援コーディネーター」

をＣＶＳ内に配置しています。 

 

環境生活部 

くらし安全推進課 

 

県警本部  

警務課 

民間支援団体の取組

に対する支援 

 民間支援団体の取組に対し、犯罪被害者等支援

に必要な情報提供を始めとした必要な支援を行い

ます。 

 また、民間支援団体について、広く県民や事業

者に認知してもらえるよう、広報啓発を行います。 

 

環境生活部 

くらし安全推進課 

 

県警本部  

警務課 

警察から犯罪被害者

等早期援助団体への

適切な情報提供 

 犯罪被害者等の同意を得て、犯罪被害の概要に

関する情報を提供することで、犯罪被害者等が犯

罪被害者等早期援助団体による支援を受けやすく

なるよう努めます。 

 

県警本部  

警務課 

 



12 

（４）人材育成の充実（条例第12条） 

○現状と課題 

・犯罪被害者等支援に従事する県・市町村職員や民間支援団体の支援員は、犯罪被害者等の

それぞれの具体的事情を正確に把握し、その変化にも十分留意しながら、個々の事情に応

じた適切な支援を行うことが重要です。また、民間支援団体において、犯罪被害者等支援

に従事する人材の確保が課題となっています。 

・犯罪被害者等支援に従事する者が、支援に従事する中で、犯罪被害者等と同様の心理的外

傷を受ける「代理受傷」を受ける可能性があります。 

 

○取組の基本方向 

・犯罪被害者等支援に従事する県・市町村職員に対し、窓口における犯罪被害者等への配慮

など、二次的被害が生じないよう、必要な研修を実施します。また、民間支援団体における

人材確保や育成に対して必要な支援を行います。 

・犯罪被害者等支援に従事する者の代理受傷を防ぐため、研修の実施等の必要な施策を行い

ます。 

 

○具体的な取組 

①犯罪被害者等支援に従事する人材の育成・確保 

施策名 施策概要（現状） 担当課 

【重点】民間支援団体

における人材の確保・

育成（再掲） 

 県民向けの犯罪被害者支援員養成講座を開催し

ています。 

 また、民間支援団体が実施する支援員育成のた

めの研修会等において、講師として職員を派遣し

ています。 

環境生活部 

くらし安全推進課 

 

県警本部  

警務課 

県職員・市町村職員向

け研修会の実施 

各機関の連携強化と、県・市町村の窓口対応職

員の資質向上を図るための研修会を開催していま

す。実践的な内容とするため、犯罪被害者等や弁

護士による講演の他、グループワークやロールプ

レイといった実践的な研修を実施しています。 

 

環境生活部 

くらし安全推進課 

 

 

県警本部  

警務課 

警察職員に対する 

教養の実施 

 犯罪被害者支援要員や捜査に従事する警察職員

を対象とした各種教養の機会を通じて、犯罪被害

者等支援の意義、犯罪被害者等への二次的被害の

防止など犯罪被害者等への適切な対応を確実に行

うための教養を実施しています。 

 

県警本部  

警務課 
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②犯罪被害者支援に従事する人材の受傷対策 

施策名 施策概要（現状） 担当課 

【重点】民間支援団体

における支援員の受

傷対策への支援 

 民間支援団体の支援員が犯罪被害者等と同様の

心理的外傷を受けることの防止に対し、講師の派

遣等の支援を実施しています。 

環境生活部 

くらし安全推進課 

 

県警本部  

警務課 

警察職員の受傷対策 犯罪被害者支援要員や捜査に従事する警察職員

を対象とした各種教養の機会を通じて、職員の代

理受傷について教養を実施しています。 

 また、必要に応じて、ＡＣＴによるカウンセリ

ングを実施しています。 

県警本部  

警務課 
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２ 犯罪被害者等支援の充実 

（１）相談・情報の提供（条例第14条） 

○現状と課題 

・犯罪被害者等は、被害に遭った直後から、精神的に大きなショックを受け、混乱している

中で、様々な対応を求められることになります。 

・県が行った世論調査によると、犯罪被害者等支援は県民の間で十分認知されているものと

は言いがたい状況にあります。 

・県内に在住する外国人は、外国人技能実習制度の拡充や留学生の受入れ促進等を背景と  

して年々増加しています。日本語によるコミュニケーションが十分でない外国人が犯罪の

ターゲットにされる例も見受けられます。 

 

○取組の基本方向 

・いざという時に犯罪被害者等が一人ひとりの事情に応じた適切な支援を迅速に受けられる

ように、犯罪被害者等支援について日頃から広く県民が認知している必要があることから、

総合的対応窓口を始めとした各種相談窓口を明確にするとともに、相談があった際は、  

必要な支援を提供している窓口を紹介するなどの情報の提供及び助言を行います。 

・外国人が被害に遭った場合の支援を実施します。 

 

○具体的な取組 

①相談体制の充実 

施策名 施策概要（現状） 担当課 

総合的対応窓口の設

置及び庁内関係機関

の連携（再掲） 

 環境生活部くらし安全推進課内に総合的対応窓

口を設置しているとともに、庁内関係機関相互の

連絡を密にし、総合的かつ効果的に犯罪被害者等

支援に取り組むため、保健所や児童相談所等の庁

内関係機関に「犯罪被害者等支援連絡員」を配置

しています。 

連絡員は、支援に係る庁内関係機関との連絡調

整などを行っています。 

 また、連絡会議の開催などにより、連携を図っ

ています。 

環境生活部 

くらし安全推進課 

 

【重点】性犯罪・性暴

力被害者のためのワ

ンストップ支援セン

ターにおける相談 

 ＣＶＳとちさとにおいて、被害者の方の心身の

負担軽減と健康回復をサポートするための電話相

談、面接 相談、医療支援、カウンセリング、法律

相談などの支援を実施しています。 

環境生活部 

くらし安全推進課 
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施策名 施策概要（現状） 担当課 

交通事故相談所にお

ける相談 

 交通事故被害者に対し、専任相談員による損害 

賠償請求や示談交渉などの様々な交通事故相談を 

実施します。また、臨床心理士による心のケアに 

関する相談も実施しています。 

 

環境生活部 

くらし安全推進課 

 

消費者相談  消費者センターにおいて、消費生活や多重債務、

個人情報保護などに関して、消費者からの相談に 

対応しています。 

 

環境生活部 

くらし安全推進課 

 

県警における相談窓口 
 性犯罪被害相談電話（＃８１０３

ハ ー ト さ ん

）、警察相談 

電話（＃９１１０）、ヤング・テレホン（０１２０

-７８３４９７）による電話相談窓口や相談サポー

トコーナー、少年センターを設置し、犯罪被害者

等の相談・支援を行っています。 

 

県警本部  

警務課 

 

千葉県外国人相談窓口  県内在住の外国人が安全で安心な生活を送る 

ことができるよう、多言語による相談が可能な相談

窓口を運営し、生活全般の相談に応じるほか、弁護

士や行政書士による外国人向け専門相談を実施し

ています。 

 

総合企画部 

国際課 

男女共同参画センタ

ー相談事業 

 犯罪被害を含む、女性及び男性の悩みや問題の

全般的な相談を実施しています。 

 

総合企画部 

男女共同参画課 

ＤＶ被害に関する相

談 

 女性サポートセンター、男女共同参画センター、

各健康福祉センターを配偶者暴力相談支援センタ

ーに位置付け、緊急避難や自立した生活に向けて

の助言などの相談を実施しています。 

 

健康福祉部 

児童家庭課 

児童虐待に関する相

談、児童虐待の通告 

 児童相談所において、18歳未満の児童に関する

あらゆる問題について、児童や保護者などからの

相談に対応しています。 

 

健康福祉部 

児童家庭課 

千葉県精神保健福祉

センターにおける電

話相談 

 心の健康、精神疾患及び精神科医療、依存症な

ど精神保健福祉全般に関する電話相談等を実施し

ています。 

 

健康福祉部 

障害者福祉推進課 
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施策名 施策概要（現状） 担当課 

保健所（健康福祉セン

ター）における相談 

 県内13箇所の保健所（健康福祉センター）に

おいて、精神保健福祉相談（心の健康、精神保健

福祉に関する相談）を行っています。 

 

健康福祉部 

障害者福祉推進課 

千葉県子ども・若者総

合相談センター（ライ

トハウスちば）におけ

る相談 

 ニート、引きこもり、不登校など困難を有する

おおむね40歳未満の子供・若者及びその家族から

の相談に対応しています。 

環境生活部 

県民生活・文化課 

千葉県労働相談セン

ターにおける相談 

 賃金不払い、解雇、職場における労働問題全般

についての相談、職場の人間関係などに伴うメン

タルヘルスの相談を実施しています。 

 

商工労働部 

雇用労働課 

千葉県精神科医療セ

ンターにおける相談 

 精神科救急医療の受診に関する相談を実施して

います。 

 

病院局 

経営管理課 

スクールカウンセラ

ー・スクールソーシャ

ルワーカーの配置 

 犯罪被害を含む、支援を必要とする児童生徒に

対し、スクールカウンセラー等の専門性を有する

人材を配置し、関係機関との連携など、子どもや

その保護者への相談支援を行っています。 

 

教育庁 

児童生徒課 

子どもと親のサポー

トセンターにおける

相談 

 学校生活に関すること、心や身体のことなど、

犯罪被害を含む個々の状況に応じて、本人及び保

護者、教職員に対し、相談活動を通じて支援・援

助を行っています。また、中高生を対象として、

ＳＮＳ相談を実施しています。 

 

教育庁 

児童生徒課 

 

  



17 

②情報提供の充実 

施策名 施策概要（現状） 担当課 

犯罪被害者等への情

報提供 

 本県、市町村、関係団体等の犯罪被害者等の相

談窓口を掲載したポスターやリーフレットの作

成、性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ

支援センターのポスターやリーフレットなどを 

作成し、県関係機関、市町村、学校、病院等に配架

する等積極的な周知を行っています。 

 また、関係機関において実施している支援等に

ついても犯罪被害者等に対し、情報提供を行って

います。 

 

環境生活部 

くらし安全推進課 

 

 

県警本部  

警務課 

外国人の犯罪被害者

等への支援 

 外国人向け「被害者の手引き」（9言語）、ストー

カー及びＤＶ対策用リーフレット（10言語）を作

成し、ホームページへの掲載や警察署での配布等

により、外国人の犯罪被害者等への情報提供を行

っています。 

 

県警本部  

警務課 

 

犯罪被害者連絡制度  犯罪被害者等に対し、被害者支援要員が「被害者

の手引」等を活用した刑事手続や支援制度等を説明

しています。 

また、捜査状況、犯人の検挙状況、逮捕した犯人

の処分状況について、適切に情報提供を行っていま

す。 

 

県警本部  

警務課 
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（２）損害回復・経済的支援等 

○現状と課題 

・犯罪被害者等は、直接的な被害として、生命や財産、金品を失い、あるいは傷害を負う   

うえに、その後に待ち受ける治療、警察や検察による取調べ、裁判に対応するため、医療費

や交通費、裁判費用といった支出の増加や休職、退職による収入の減少という経済的な  

問題にしばしば直面します。とりわけ犯罪被害者が家計を維持している場合、残された  

家族にとって、この問題はより深刻なものとなります。 

・犯罪の発生現場が自宅であった場合や加害者が近隣に住んでいる場合や同居人である場合、

犯罪被害者等が安心して居住できる場所を確保することが求められます。 

 

○取組の基本方向 

・犯罪被害者等が犯罪被害から早期に回復し、生活を再建できるよう、生活支援、居住や   

雇用の安定、経済的負担の軽減、損害賠償請求のそれぞれについて、きめ細やかに支援を

行います。 

 

○具体的な取組 

①日常生活の支援（条例第15条） 

施策名 施策概要（現状） 担当課 

被害者支援要員制度  被害者支援要員が、事件発生直後から犯罪被害者

等への付添い、指導、助言、情報提供等を実施して

います。 

 

県警本部  

警務課 

公費負担制度（ハウス

クリーニング等）によ

る支援 

 自宅などにおける犯罪で、簡易的な清掃では取

り除くことの出来ない汚損や異臭などを専門の清

掃業者によりハウスクリーニングをする場合に、

その費用を公費で負担しています。 

 

県警本部  

警務課 

ＤＶ被害者の自立生

活促進に向けた支援 

 配偶者暴力相談支援センターにおいて、ＤＶ 

被害者の自立に向けた様々な問題について、本人

の意思や状況に応じて必要な情報を提供し、市町

村や関係機関が行う支援につなげていきます。 

 

健康福祉部 

児童家庭課 

 

  



19 

②居住の安定（条例第16条） 

施策名 施策概要（現状） 担当課 

公費負担制度による

支援（ハウスクリーニ

ング、一時避難措置費

用） 

 自宅などにおける犯罪で、簡易的な清掃では取

り除くことの出来ない汚損や異臭などを専門の清

掃業者によりハウスクリーニングをする場合や犯

人等から危害を加えられる恐れがある場合のホテ

ル等への避難するための費用を公費で負担してい

ます。 

 

県警本部  

警務課 

ＤＶ被害者の自立生

活促進に向けた支援

（再掲） 

 配偶者暴力相談支援センターにおいて、ＤＶ 

被害者の自立に向けた様々な問題について、本人

の意思や状況に応じて必要な情報を提供し、市町

村や関係機関が行う支援につなげていきます。 

 

健康福祉部 

児童家庭課 

県営住宅への入居に

係る配慮 

 県営住宅において、犯罪被害者等やＤＶ被害者

に対し、抽選倍率の優遇や単身入居を可能とする

入居要件の緩和を行っています。 

 

県土整備部 

住宅課 

 

③雇用の安定（条例第17条） 

施策名 施策概要（現状） 担当課 

事業者への広報・啓

発 

「千葉県安全安心まちづくり推進協議会総会」、

「犯罪による被害者等に対する支援部会」、「署犯

罪被害者連絡協議会」等の様々な機会を通じて、

事業者に対し、広報啓発をしています。  

 

環境生活部 

くらし安全推進課 

 

県警本部  

警務課 

千葉県ジョブサポー

トセンターにおける

就業支援 

 主に子育て中の女性や中高年齢者を対象に、ハ

ローワークと連携して、生活就労相談から職業相

談、職業紹介等、再就職に向けた総合的なサービ

スを提供しています。 

 

商工労働部 

雇用労働課 

ジョブカフェちばに

おける就業支援 

 就職を希望する若者を対象に、キャリアカウン

セラーによる個別相談や就職に役立つ各種セミナ

ーなど、総合的な就職支援サービスをワンストッ

プで提供しています。 

 

商工労働部 

雇用労働課 
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施策名 施策概要（現状） 担当課 

ちば地域若者サポー

トステーションにお

ける就業支援 

 若年無業者等のうち、就職に向けた取組みへの

意欲が認められる、15 歳から 49 歳までの若年無

業者等を対象に、職業的自立に向け支援していま

す。 

 

商工労働部 

雇用労働課 

働き方改革に取り組

む企業の登録制度 

 ワーク・ライフ・バランスや働き方改革、特別

な休暇制度（法定外休暇）の導入等に取り組む企

業を登録し、登録企業の取組内容などを県ホーム

ページ等で広く紹介することにより、県内企業の

取組の促進を図っています。 

 

商工労働部 

雇用労働課 

 

④経済的負担の軽減（条例第18条） 

施策名 施策概要（現状） 担当課 

【重点】性犯罪等被害

者のための医療費支

援・カウンセリング、

弁護士相談の支援 

 性犯罪・性暴力被害者のためのワントップ支援

センターにおける治療や検査等の医療支援、カウ

ンセリングや弁護士相談に対して支援を行ってい

ます。 

（県警の公費負担制度対象者をのぞく） 

 

環境生活部 

くらし安全推進課 

 

交通遺児激励事業  県内の小中学校等に通学する交通遺児に対し、

激励品を贈呈しています。 

 

環境生活部 

くらし安全推進課 

 

犯罪被害者等給付金・

国外犯罪被害弔慰金

制度の運用 

 犯罪被害者等給付金・国外犯罪弔慰金制度につ

いての周知を徹底するとともに、対象事案を把握

し、犯罪被害者等への教示を実施しています。 

 

県警本部  

警務課 

公費負担制度による

支援 

 犯罪被害者等に対し、治療や検査等の一部を公

費で負担しています。 

 

県警本部  

警務課 
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⑤損害賠償請求に関する支援（条例第19条） 

施策名 施策概要（現状） 担当課 

交通事故相談所にお

ける支援 

 交通事故被害者に対し、損害賠償請求や示談交

渉などに専門の相談員による交通事故相談を実施

しています。 

 

環境生活部 

くらし安全推進課 

 

県警における支援  犯罪被害者等に対し、損害賠償命令制度等の教

示や、犯罪被害者等支援に精通した弁護士の紹介

を行っています。 

 

県警本部  

警務課 
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（３）精神的・身体的被害の回復、防止 

○現状と課題 

・犯罪被害者等が受けた精神的・身体的被害は計り知れないものがあり、その後の生活に  

長期にわたって影響を及ぼすことになります。 

・犯罪被害者等が受ける被害は、犯罪等による直接的な被害だけでなく、偏見に基づく又は

理解、配慮に欠ける言動、インターネットを通じて行われる誹謗中傷等によっても、精神

的な苦痛、身体の不調、私生活の平穏の侵害、経済的な損失を被ることがあります。 

 

○取組の基本方向 

 犯罪被害者等が精神的・身体的被害から早期に回復できるよう、一人ひとりの犯罪被害者

等の置かれた状況に応じて、医療、カウンセリング、安全の確保といった支援を適切に行い

ます。 

 

○具体的な取組 

①保健医療サービス及び福祉サービスの提供（第20条） 

施策名 施策概要（現状） 担当課 

【重点】性犯罪等被害

者のための医療費・カ

ウンセリング支援 

 性犯罪・性暴力被害者のためのワントップ支援

センターにおける治療や検査等の医療支援やカウ

ンセリングに対する支援を行っています。 

（県警の公費負担制度対象者を除く。） 

環境生活部 

くらし安全推進課 

 

交通事故相談所の運営  交通事故被害者に対し、臨床心理士により心の

ケアに関する相談を実施しています。 

環境生活部 

くらし安全推進課 

 

千葉県警察犯罪被害

カウンセラーチーム

（ＡＣＴ）によるカウ

ンセリング 

 公認心理師、臨床心理士等の資格を有する警察

職員（ＡＣＴ）を積極的に活用し、犯罪被害者等

の要望に応じて、カウンセリングを実施していま

す。 

県警本部  

警務課 

公費負担制度（カウン

セリング）による支援 

 犯罪被害に遭った精神的ショック等の軽減を図

るため、犯罪被害者等が医療機関等においてカウ

ンセリングを要望する場合には、その費用を公費

で負担しています。 

県警本部  

警務課 

障害者総合支援法に

基づく自立支援医療

（精神通院医療）によ

る医療費助成 

 精神疾患を有する方に対し、通院医療費の一部

を公費で負担しています。 

健康福祉部 

障害者福祉推進課 
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②安全の確保（条例第13条） 

施策名 施策概要（現状） 担当課 

公費負担制度（一時避

難措置） 

 自宅が犯罪行為の現場となったり、犯人等から

危害を加えられる恐れがある犯罪被害者等が、一

時的にホテル等に避難する場合に、その宿泊費を

公費で負担しています。 

 

県警本部  

警務課 

再被害防止措置  同一の加害者により再び危害を加えられるおそ

れのある犯罪被害者等に、再被害防止に資する情

報提供を適切に行うとともに、必要に応じて緊急

通報装置を貸与し、又は警戒措置を講じています。 

 

県警本部  

警務課 

犯罪被害者に関する

情報の保護 

 犯罪被害者の氏名の公表等、犯罪被害者等の意

見と報道の自由等を踏まえ、個別具体的な案件ご

とに適切な発表内容となるよう配慮しています。

また、報道発表を行う場合には、犯罪被害者等に

対し、事前に必要な情報提供を行うように努めて

います。 

 

県警本部  

警務課 

子供対象・暴力的性犯

罪出所者の再犯防止

措置制度の運用 

 13歳未満の子供を被害者とした強制わいせつ等

の暴力的性犯罪で服役して出所した者について、

警察庁を通じて法務省から情報提供を受け、県警

においてその所在確認を実施するほか、必要に応

じて当該出所者の同意を得て面談を行うなど、再

犯防止に向けた措置を講じています。  

 

警察本部 

警務課 
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施策名 施策概要（現状） 担当課 

ＤＶ被害者に対する

安全確保と一時保護

体制 

 女性サポートセンターにおいて、ケースワーカ

ー、心理判定員、医師、看護師、保育士等が連携し

て対応することにより、被害者一人ひとりの状況

に応じて心身の安定や自立に向けた支援を実施し

ています。また、被害者の安全確保を図るため、

被害者の状況に応じて民間シェルター等に一時保

護を委託しています。 

 

健康福祉部 

児童家庭課 

児童虐待への対応  児童相談所において、緊急に子どもの安全確保

が必要な場合や虐待を受けた子どもの行動観察な

どを行うために子どもを一時保護し、児童養護施

設・乳児院・児童自立支援施設・障害児施設等へ

の入所等の措置などを行い、安全の確保を図って

います。 

 

健康福祉部 

児童家庭課 

青少年ネット被害防

止対策事業 

 青少年がインターネット上のトラブルに巻き込

まれることを未然に防ぐため、ネットパトロール

を実施しています。特に問題のある書き込みを発

見した場合、学校を通じて指導・削除等を行って

います。 

 

環境生活部 

県民生活・文化課 
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方向性② 社会全体で犯罪被害者等を支える意識の醸成 

３ 県民・事業者の理解促進への取組（条例第21条） 

(1)県民・事業者に対する広報・啓発 

○現状と課題 

・犯罪被害者や犯罪被害者等支援について県民の認知度が低い傾向にあります。犯罪被害者

等は周囲の人々の心無い言動によって傷つくこともありますが、反面、周囲の人々のほん

の少しの気遣いや理解が大きな支えとなり、立ち直りのきっかけにもなります。 

・被害後の相談先に関する認知度も低いことから、被害直後から必要な機関、支援に繋がる

ことができるよう、相談先の認知度を高めていくことが課題です。 

 

○取組の基本方向 

・犯罪被害者等が置かれている立場や犯罪被害者等支援について、広く県民に周知するため、

犯罪被害者週間や被害者支援関連キャンペーン等を通じ、広報啓発物の配布をするなど、

あらゆる機会を通じた啓発活動に取り組みます。 

・幅広い年代の方々の理解を促進すべく、ＳＮＳの活用など、広報媒体について検討してい

きます。 

・相談者や相談を受ける市町村職員等の道標となるよう、相談分野ごとに区分けして掲載し

た相談窓口のご案内ポスターやリーフレットを作成し、市町村や関係機関等に配布します。 

 

○具体的な取組 

①県民・事業者への効果的な広報・啓発の実施 

施策名 施策概要（現状） 担当課 

【重点】相談窓口等に

関する広報・啓発の実

施 

県ホームページへの掲載、ポスター、広報誌等

を始めとして、関係機関と連携した広報・啓発を

行っています。 

環境生活部 

くらし安全推進課 

 

県警本部  

警務課 

【重点】性犯罪・性暴

力被害に関する学校

教育における周知 

性犯罪・性暴力被害の現状や被害を生まないため

にすべきことと併せ、ワンストップ支援センター

等の相談先を教示するなど、被害者にも加害者に

も傍観者にもならない社会づくりに資することを

目的に、高校生等を対象とした「性犯罪・性暴力

被害者支援に関する出前講座」を開催しています。 

 

環境生活部 

くらし安全推進課 
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施策名 施策概要（現状） 担当課 

犯罪被害者週間にお

ける周知 

国の犯罪被害者週間に併せ、「ちば県民のつど

い」を開催するなど、広く県民に犯罪被害者等支

援の必要性を伝えています。 

 

環境生活部 

くらし安全推進課 

 

安全安心まちづくり

推進協議会を通じた

周知 

 安全安心まちづくり推進協議会や犯罪による被

害者等に対する支援部会を通じて、広報啓発を実

施しています。 

 

環境生活部 

くらし安全推進課 

 

署犯罪被害者支援連

絡協議会における周

知 

地方公共団体職員や有識者等から構成員とする

警察署犯罪被害者連絡協議会を開催し、犯罪被害

者等支援に関する情報提供等を実施しています。 

 

県警本部 

警務課 

中学生・高校生を対象

とした「命の大切さを

学ぶ教室」及び策部コ

ンクールの開催 

犯罪被害者等が講演者となり、命の大切さ等を

直接生徒に語りかける講演会「命の大切さを学ぶ

教室」や作文コンクールを中学校、高等学校等に

おいて開催しています。 

 

県警本部  

警務課 

人権問題研修会支援

事業の実施 

地域・企業・NPO法人等の団体・行政機関等が犯

罪被害者を含む人権をテーマとした研修会、講演

会等を開催するに当たり、効果的な研修が実施で

きるよう、目的や対象者に合わせた適切な講師を

派遣します。 

 

健康福祉部 

健康福祉政策課 

ＤＶ防止・被害者支援

対策 

ＤＶ相談カードの配置やＤＶ防止キャンペーン

の実施等により相談窓口等について県民への広報

啓発を行っています。 

 

健康福祉部 

児童家庭課 

子ども虐待防止地域

力強化事業 

児童虐待に対する意識の啓発や児童虐待の通告

先の周知を図るため「オレンジリボンキャンペー

ン」などの広報・啓発活動を、年間を通じて実施

しています。 

 

健康福祉部 

児童家庭課 

学校教育における周

知 

学校人権教育研究協議会の開催、学校人権教育

指導資料の刊行、学校人権教育指導者研修の開催

を通じ、犯罪被害者を含む人権について教員や児

童生徒に対し周知しています。 

教育庁 

児童生徒課 
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要  望  書 

 

令和３年１０月２９日 

 

千葉県犯罪被害者等支援に関する計画策定懇談会 

委員 伊東 秀彦 

 

第１ 要望の趣旨 

   千葉県犯罪被害者等支援推進計画策定にあたり，犯罪被害者等支

援に関する具体的施策として，下記の損害回復・経済的支援に関す

る各施策を盛り込んだ上、計画期間の５年間で検討するよう要望す

る。 

記 

 ①犯罪被害者等に対して実施する法律相談費用助成 

 ②犯罪被害者等に対する見舞金支給 

 

第２ 要望の具体的内容 

 １ 犯罪被害者等に対して実施する法律相談費用助成 

  ⑴ 趣旨 

    法律専門家による支援を受けるべき場合であっても，費用負担を

懸念して犯罪被害者等が法律相談を躊躇することがあり，早期の適

切な支援が妨げられかねない。 

既に東京都及び神奈川県等においては相談費用の支援が行われ

ているところであり，千葉県においても，犯罪被害者等が安心して

早期に法律相談を受けて法律専門家の支援を受けられるようにす

べく，特化条例の施行に伴い，現在の「性犯罪等被害者のための医

療費支援・カウンセリング，弁護士相談の支援」に加え，犯罪被害

者等に対して実施する法律相談費用助成制度を骨子素案に盛り込

むべきである。 

  ⑵ 東京都における施策 

    東京都で実施している具体的施策は以下のとおりである。 

   ア 概要 

資料４ 



 2

     殺人，傷害，性犯罪等の被害者及びその親族が被害後に直面す

る捜査手続や裁判手続等の法律問題について，必要に応じて面接

による相談を受けることができる。 

   イ 助成内容 

     被害者等は最大で１時間３０分まで無料で面接による弁護士

の法律相談を受けることができる。 

     また、東京都は，相談担当弁護士に対し，所定の法律相談費用

を支払う。 

  ⑶ 神奈川県における施策 

    神奈川県で実施している具体的施策は以下のとおりである。 

   ア 概要 

     犯罪被害者等に対する支援を積極的に行っている神奈川県弁

護士会と連携を図り，犯罪被害者等が抱える法的な問題について，

犯罪被害者等が安心して相談できる無料法律相談を実施する。ま

た，死傷者が多数に上る事案など，事案の内容に応じて柔軟に対

応する。 

   イ 助成内容 

     被害者等は２回まで無料で面接による弁護士の法律相談を受

けることができる。 

     また、神奈川県は，相談担当弁護士に対し，所定の法律相談費

用を支払う。 

  ⑷ 千葉県において盛り込むべき具体的施策 

   ア 助成内容 

     東京都と同様に，殺人，傷害，性犯罪等の被害者及びその親族

が被害後に直面する捜査手続や裁判手続等の法律問題について，

無料で面接による弁護士の法律相談を受けることができること

とし，被害者等に対する法律相談を実施した弁護士は，千葉県知

事に対し，１件につき１００００円（税抜）を上限として，法律

相談費用助成金の申請をすることができるとすべきである。 

   イ 具体的なスキーム 

     例えば，以下のようなスキームが考えられる。 

① 千葉県における現行の性犯罪・性暴力に関するワンストッ
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プ支援センター事業と同様に，相談を実施した弁護士に対し

てＣＶＳが相談料を支払い，ＣＶＳが県に対して助成金を申

請するスキーム（現行のワンストップ支援センター事業の対

象犯罪を性犯罪・性暴力以外にも拡大するイメージ） 

② 相談を行った個々の弁護士が，直接，千葉県知事に対して助

成金を申請するスキーム 

     ③ ①と②の併用。 

      

 ２ 犯罪被害者等に対する見舞金支給 

  ⑴ 趣旨 

    被害直後から強いられる様々な経済的負担の軽減を図るために

は見舞金の支給が必要である。 

犯罪被害者等に対する見舞金請求制度は，特化条例が存在する都

県の多くで広く実施されており，千葉県においても他の都県と遜色

ない支援を実現するため，同制度を骨子素案に盛り込むべきである。 

  ⑵ 全国の都道府県における実施状況 

    犯罪被害者等支援条例ないし支援推進計画に基づき犯罪被害者

等に対する見舞金制度を実施している都県及びその具体的施策は

下表のとおりである。 

 

都道府県 
見舞金額等 

死亡 傷害 その他 

東京都 
３０万円 １０万円（医療機関での

治療期間１ヶ月以上かつ

通算３日以上入院） 

 

福井県 

６０万円（資力要

件あり） 

２０万円（医師の診断に

より療養期間１ヶ月以上

かつ入院３日以上その他

資力要件等あり） 

 

岐阜県 

犯罪被害により親等を

亡くした遺児に年１回

激励金を支給 

小学生以下１万５千円 

中学生  ２万円 

高校生等 ２万５千円 
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愛知県 

・遺族見舞金  

上限６０万円 

・遺児支援金  

犯罪被害により親等を

亡くした遺児に年１回

支援金を支給 

小学生以下１万５千円 

中学生  ２万円 

高校生等 ２万５千円 

重傷病見舞金 

上限２０万円 

精神療養見舞金 

上限５万円 

三重県 

６０万円 ２０万円（医師の診

断により療養期間

１ヶ月以上かつ入

院３日以上） 

精神療養見舞金 

５万円（医師の診断によ

り療養期間３ヶ月以上

かつ３日以上労務に服

することができないも

の（その他給付要件あ

り）） 

香川県 
５０万円 ２０万円（医師の診断に

より療養期間１ヶ月以上

かつ入院３日以上） 

 

高知県 

・高知県犯罪被害者等

支援事業費補助金（所得

制限等あり） 

・生活資金の補助 

遺族：上限３０万円 

（犯罪被害からの心身

の回復のために必要と

認められる生活資金） 

重傷病：上限 10 万円（医

師の診断により，療養期

間１ヶ月以上かつ通算３

日以上の入院。精神的な

疾病は３日以上の労務不

能） 

性犯罪被害 

上限１０万円 

熊本県 
６０万円 ３０万円（医師の診断に

より治療期間１ヶ月以上

かつ入院３日以上） 

 

 

 

  ⑶ 千葉県において盛り込むべき具体的施策 

    上記の施策の状況からすれば，千葉県においても，①被害者死亡

時３０万円～６０万円程度の見舞金支給，②医師の診断により療養

期間１ヶ月以上かつ入院３日以上等の要件で１０万円～３０万円

程度の見舞金支給という施策が盛り込まれるべきである。 

以上 


